
参加者みんなで少しずつクルマを減らして公共交通を使って、もっとまちを歩こう

岡山倉敷都市圏におけるノーマイカーウィーク
「 」のこれまでの取組と14年目の挑戦

取組の背景

2019年度までの取組

2020年度の取組内容

実施主体：スマート通勤おかやま実行委員会（事務局：岡山県、岡山市、倉敷市、国土交通省中国地方整備局岡山国道事務所）

✓ 『スマート通勤おかやま』とは、岡山県下で毎年秋に一斉に、徒歩や自転車、公共交通の利用、車の使い方の工夫（時差出勤等）を推奨する取組。
✓ 近年では毎年約5,000名・100事業所が参加しているが、近年は参加事業所数の減少傾向や、新規参加者率の低下が課題となっていた。
✓ 2019年度の取組では、新たにwebを活用した個人会員制を導入し、実施期間を2週間に延長するなどの変更を行い、参加者のマイカー利用率を11%減らすことができた。
✓ 2020年度は前年度の結果を踏まえ、従来の企業単位での参加者の取りこぼしへの対応や、COVID-19による社会情勢の変化への対応（テレワークの推奨）などを実施。

１．これまでの取組概要

【要旨】

２．2019年度の取組内容 ～webを活用した個人会員制の導入～

2019年度の取組での課題を踏まえ、2020年度は、web参加と紙面での参加の両方を推奨するほか、COVID-19の影響により増加したテレワークを、車に頼らない働き方という見方から
スマート通勤の一種として評価するなど、社会情勢や地域の実情を踏まえた取組を推進。加えて、岡山県のソフト渋滞対策全体のブランディング「GOOD ROUTE」と連携したPRを実施。
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▼政令指定都市等の通勤・通学交通手段分担率

[データの出典]平成22年国勢調査
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岡山の渋滞状況

▼朝の渋滞の様子（岡山市北区厚生町）

岡山市は自家用車
分担率が全政令指
定都市中第3位！

▼スマート通勤の取り組みイメージ

朝の通勤ラッシュ
時には慢性的な
渋滞が発生！

スマート通勤おかやまの概要

岡山の渋滞削減やCO2削減、車に頼らないまちづくりを進めていくため、2007年より
毎年秋に県内全域で一斉に実施

▼2019年度の結果を踏まえた課題

①個人会員制の導入・・・・・・・・・・・・・・・・ 従来の事業者単位での紙媒体での実施結果記入・回収による参加に代えて、従業員が個人のメール
アドレスを登録してweb上で実施結果を記入することで、継続的な参加周知・広報を可能に

②実施期間の延長・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 従来の1週間（平日5日）の実施から、2週間（休日含む12日間）の実施に変更

③広報手段の拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・ G20岡山保健大臣会合の冠事業化、バスマスクやデジタルサイネージでの広報等を新規に実施

④参加者への公共交通割引券の配布・・・ 県内の交通事業者（井原鉄道）と連携し、参加のメリットとして割引券を配布

実施概要 取組の変更点
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実施結果

■地域貢献・環境貢献に対するフィードバック（個人単位の効果試算等）

多様な参加形態の継続による

参加ハードルの引き下げ

■幅広い広報の推進（岡山県のエコドライブ推進月間との連携、Facebook活用等）

広報戦略の充実やインセンティブの明確化による

参加意欲の醸成
■アワードの見直し（より多くの事業者が表彰機会を得られるよう検討）

■参加方法の改善（web回答と紙面回答の併用等）

参加方法の変更により新たな参加者層の創出ができ

たが、従来からの参加者への対応が不十分

取り組みに対するインセンティブの向上が必要

■GOOD ROUTEとの連携（個人会員制を活用した県内の様々なMM施策の広報等）

実施期間：2019年10月21日～11月1日
参加事業所数／人数：94事業所／4,376名

▼2020年度の実施方針 ▼具体的な取組内容
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普段 スマート通勤期間中

▼交通手段の変化状況
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※【スマート通勤 期間中】は、期間中の参加者の延べ通勤回数（回答数）の手段別割合

2018年度までの取組での課題近年は毎年約
5,000名・100
事業所が参加！

① 参加事業所数の減少
2013年以来110箇所前後で推移していた参加事業所数が、2018年には93箇
所に減少。これまでのスマート通勤おかやまは事業所からの依頼・呼びかけを受けた
参加者がほとんどであり、事業所数が減少すればそれにあわせて参加者数の減少が
危惧される。

② スマート通勤おかやまに関する認知が不足
自治体の広報誌やラジオ等を通した広報は従来から実施されてきたものの、参加
者の大半は事業所からの依頼・呼びかけを受けて参加している。県民全体に取組の
認知を拡大するためには、事業所に頼らない広報手段を拡充することが必要である。

③ 参加者に対するインセンティブの不足
スマート通勤おかやまへの参加に対するインセンティブとして、事業所単位では、ア
ワードの表彰やガソリン消費量・CO2排出量削減効果のフィードバック等を実施して
いるが、個人単位でのインセンティブは特段用意されていない状況である。県民一人
一人の参加意欲を醸成するためには、個人単位でのインセンティブを確保することが
必要である。

▼web参加を継続すべきと思うか

▼参加者を増やすためにあるとよい仕組み

68.8%

18.4%

10.4%

25.1%

0% 20% 40% 60% 80%

参加のメリット（抽選プレゼント・スマー

ト通勤グッズの提供等）

参加者間の競争・ゲーム性の導入

SNS等を有効活用した相互発信の活

性化

地域の色々なイベント、取り組みとの

連携・一体的な実施 N=3,497
（複数回答）

多くの人が
メリットの付与
を望んでいる

※出典：参加者への個人アンケート（2019年）

32.3%

54.8%

12.9%

とてもそう思う

そう思う

どちらかといえばそう思う

そう思わない

N=29

web参加を
継続すべき

87%

web参加に対
する評価は高い

※出典：事業所のとりまとめ担当者へのアンケート（2019年）

▼スマート通勤おかやまアワード

＜岡山市＞撮影日：2020/1/22

＜倉敷市＞撮影日：2020/1/29

▲岡山市長の参加 ▲バスマスクへの広告掲載

▲ももちゃりへの広告掲載 ▲岡山駅のサイネージでの周知

▲G20イベントでの周知 ▲アワード表彰式

スマート通勤
おかやま2019 大賞

株式会社 林原

日本エクスラン工業株式会社
西大寺工場

スマート優秀賞

社会医療法人 光生病院

水島ガス株式会社

シャープタカヤ電子工業株式会社

普段からスマートで賞 社会医療法人 光生病院

スマート健康賞 株式会社サンキョウーエンビックス

公共交通活性化賞 株式会社 岡山情報処理センター

スマート継続賞
日本エクスラン工業株式会社

西大寺工場

賢いクルマの使い方で賞 株式会社 ナイカイアーキット

地球にエコで賞 水島ガス株式会社

スマート復活賞 内海建設コンサルタント株式会社

顕著な実施結果の事業所について、
自治体の首長から表彰状を授与


